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令
和
五
年
度
　
　
　

　
　
法
人
会
と
区
民
の
集
い
が
開
催
さ
れ
る

日

時
･･･

七
月
二
十
四
日

場

所
･･･

か
つ
し
か
シ
ン
フ
ォ
ニ
ー
ヒ
ル
ズ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
モ
ー
ツ
ァ
ル
ト
ホ
ー
ル

岡
政
行
白
鴎
大
学
名
誉
教
授
と
元
巨
人
軍
選
手
及
び

コ
ー
チ
、
元D

eN
A

監
督
の
中
畑
清
氏
が
登
場
、
第

二
部
に
は
歌
手
の
川
中
美
幸
さ
ん
を
迎
え
た
。

司
会
の
大
畑
副
会
長
の
一
声
、
山
本
副
会
長
の
開

会
の
辞
に
て
始
ま
る
。
続
い
て
増
田
会
長
が
法
人
会

を
代
表
し
て
あ
い
さ
つ
、
本
会
が
自
主
申
告
納
税
を

通
じ
て
戦
後
の
復
興
を
支
え
た
歴
史
に
ふ
れ
、
終
始

納
税
意
識
の
高
揚
と
税
務
研
修
を
通
じ
て
活
動
、
現

在
は
公
益
社
団
法
人
と
し
て
地
域
貢
献
に
い
そ
し
む

現
状
を
披
歴
し
た
。
続
い
て
青
木
葛
飾
区
長
が
駆
け

つ
け
て
登
壇
、
葛
飾
法
人
会
の
税
に
か
か
わ
る
活
動
、

ま
た
広
範
な
公
益
事
業
を
評
価
し
、
さ
ら
な
る
期
待

を
寄
せ
た
。こ
こ
で
、組
織
委
員
会
の
坂
田
委
員
長
が
、

法
人
会
の
活
動
と
そ
の
社
会
的
意
義
を
語
り
、
聴
衆

に
入
会
を
力
強
く
ア
ピ
ー
ル
し
た
。

第
一
部
は
登
壇
の
二
人
が
駒
澤
大
学
に
お
け
る
教

―
研
修
会
と
歌
謡
シ
ョ
ー
―

ゲ
ス
ト

第
一
部

研
修
会

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
福
岡
政
行
氏

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
中
畑

清
氏

　
　
　
　
　
　
　
　
第
二
部

歌
謡
シ
ョ
ー

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
川
中
美
幸
氏

葛
飾
法
人
会
の
公

益
事
業
「
法
人
会
と

区
民
の
集
い
」
が
令

和
五
年
七
月
二
十
四

日
、
か
つ
し
か
シ

ン
フ
ォ
ニ
ー
ヒ
ル
ズ

モ
ー
ツ
ァ
ル
ト
ホ
ー

ル
に
て
行
わ
れ
た
。

今
年
は
第
一
部
に
福

師
と
教
え
子
と
い
う
子
弟
コ
ン
ビ
。
今
日
は
師
匠
が

弟
子
に
質
問
し
て
答
え
る
形
。
軽
妙
洒
脱
な
野
球
談

議
は
漫
才
を
聞
く
よ
う
で
会
場
を
大
い
に
沸
か
せ
た
。

第
二
部
は
お
待
ち
か
ね
の
川
中
美
幸
歌
謡
シ
ョ
ー
。

楽
し
い
語
り
を
交
え
て
歌
い
上
げ
る
名
曲
の
数
々

に
聴
衆
は
最
後
ま
で
酔
い
し
れ
た
。
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十
月
二
十
日

講
師
：
北
野

大
氏

　
　
　
第
二
十
四
回
政
治
経
済
講
演
会
を
開
催

　
　
　
　
　
　「
北
野
家
の
訓
え
と
教
育
論
」

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
於
か
め
あ
り
リ
リ
オ
ホ
ー
ル

第
二
十
四
回
政
治
経
済
講
演
会
は
、
化
学
者
、
教
育
者
、
淑
徳
大
学
名
誉
教
授
の
北
野
大
氏
を
迎
え
行
わ
れ
た
。
も
ち
ろ
ん
著
名

な
タ
レ
ン
ト
北
野
た
け
し
氏
の
兄
と
し
て
知
ら
れ
る
。

司
会
の
大
畑
副
会
長
の
第
一
声
。
ま
ず
、
主
催
者
を
代
表
し
、
増
田
会
長
が
あ
い
さ
つ
し
た
。
会
長
は
昭
和
二
十
四
年
、
戦
後
の

民
主
主
義
の
台
頭
に
伴
い
、
社
会
を
支
え
る
た
め
の
納
税
知
識
の
普
及
と
納
税
意
識
の
高
揚
を
使
命
と
し
て
中
小
企
業
の
経
営
者
を

中
心
に
誕
生
し
た
法
人
会
の
歴
史
に
ふ
れ
、
そ
の
一
貫
し
た
活
動
を
紹
介
。
昨
今
で
は
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
理
解
促
進
に
貢
献
し
て
い

る
旨
を
報
告
し
た
。
ま
た
、
こ
の
講
演
会
に
よ
っ
て
皆
さ
ん
に
元
気
に
な
っ
て
も
ら
い
、
葛
飾
を
元
気
に
し
た
い
と
念
願
し
た
。

講
演
に
入
っ
て
講
師
が
披
露
し
た
北
野
家
の
お
袋
さ
ん
の
訓
え
は
五
つ
、
①
実
る
ほ
ど
頭
を
垂
れ
る
稲
穂
か
な
、
②
自
慢
高
慢
馬

鹿
が
す
る
、
③
一
杯
の
酒
に
城
が
傾
く
、
④
物
を
も
ら
っ
て
怒
る
人
は
い
な
い
、
⑤
人
は
物
を
欲

し
い
と
き
は
物
を
く
れ
な
い
、
で
あ
る
。

要
は
威
張
っ
て
は
い
け
な
い
、
謙
虚
に
な
れ
、
不
正
は
必
ず
明
ら
か
に
な
る
。
感
謝
の
気
持
ち

で
物
を
渡
す
こ
と
に
よ
り
良
い
人
間
関
係
を
築
け
と
い
う
知
恵
で
あ
る
。

次
に
日
本
の
下
町
の
キ
ー
ワ
ー
ド
と
し
て
、①
お
せ
っ
か
い
、②
や
せ
我
慢
、③
も
っ
た
い
な
い
、

を
挙
げ
た
。

日
本
人
の
い
い
意
味
で
の
「
お
せ
っ
か
い
」
は
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
精
神
に
通
じ
る
。
ま
た
多
少
高

く
て
も
「
地
元
で
も
の
を
買
お
う
」
な
ど
「
や
せ
我
慢
」
は
あ
え
て
リ
ス
ク
を
と
る
こ
と
に
よ
り

良
い
結
果
を
も
た
ら
す
。「
も
っ
た
い
な
い
」
は
そ
の
も
の
の
価
値
を
生
か
さ
な
い
で
無
駄
に
す

る
と
い
う
こ
と
。
日
本
人
が
食
事
前
に
「
い
た
だ
き
ま
す
」
と
い
う
の
は
、
こ
れ
か
ら
命
を
い
た

だ
き
ま
す
と
い
う
す
ば
ら
し
い
精
神
。

最
後
に
、
人
は
「
ほ
め
て
育
て
る
」「
才
能
の
な
い
人
は
努
力
せ
よ
」
な
ど
自
身
の
教
育
人
生

を
通
じ
て
得
た
教
育
論
を
披
露
、
ま
た
「
昨
日
ま
で
で
き
た
こ
と
が
で
き
な
い
の
が
高
齢
者
」「
転

ぶ
な
」「
風
邪
を
ひ
く
な
」「
義
理
を
欠
け
」
な
ど
、老
人
の
心
得
に
ふ
れ
、講
演
を
締
め
く
く
っ
た
。
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葛
飾
税
務
署
定
期
異
動
の
お
知
ら
せ

深
秋
の
候
、
公
益
社
団
法
人
葛
飾
法

人
会
の
皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、

益
々
ご
清
栄
の
こ
と
と
お
慶
び
申
し

上
げ
ま
す
。

七
月
の
定
期
人
事
異
動
に
よ
り
、
東

京
国
税
局
総
務
部
業
務
セ
ン
タ
ー
統

括
管
理
官
か
ら
葛
飾
税
務
署
長
を
拝

命
い
た
し
ま
し
た
島
津
と
申
し
ま
す
。

前
任
の
石
﨑
同
様
、
よ
ろ
し
く
お
願

い
申
し
上
げ
ま
す
。

葛
飾
法
人
会
の
皆
様
方
に
お
か
れ

ま
し
て
は
、
正
し
い
税
知
識
の
普
及

と
納
税
意
識
の
高
揚
の
た
め
、
様
々

な
公
益
活
動
を
活
発
に
展
開
さ
れ
、
会

員
企
業
並
び
に
地
域
社
会
の
健
全
な

発
展
に
大
き
な
役
割
を
果
た
さ
れ
て

お
り
、
私
ど
も
税
務
行
政
に
携
わ
る

者
と
し
て
大
変
心
強
く
感
じ
て
お
り

ま
す
。
増
田
会
長
を
は
じ
め
役
員
の

皆
様
方
の
ご
尽
力
と
熱
意
あ
る
活
動

に
対
し
ま
し
て
深
く
敬
意
を
表
す
る

次
第
で
あ
り
ま
す
。

さ
て
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
本
年

十
月
か
ら
開
始
し
ま
し
た
。

国
税
当
局
と
し
ま
し
て
は
、
今
後

も
引
き
続
き
、
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事

業
者
と
し
て
登
録
す
る
か
否
か
を
検

討
さ
れ
て
い
る
事
業
者
の
方
に
向
け
、

個
々
の
事
業
の
実
態
を
踏
ま
え
た
個

別
相
談
な
ど
、
寄
り
添
っ
た
対
応
を

継
続
し
て
ま
い
り
ま
す
。

ま
た
、
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者

へ
の
登
録
を
契
機
に
課
税
事
業
者
と

な
っ
た
方
が
、
適
正
に
消
費
税
の
申

告
が
で
き
る
よ
う
、
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー

ル
や
ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
メ
ッ
セ
ー
ジ
ボ
ッ
ク

ス
へ
の
通
知
な
ど
各
種
広
報
を
活
用

し
、
消
費
税
申
告
が
必
要
で
あ
る
こ
と

を
お
知
ら
せ
す
る
と
と
も
に
、
各
種

説
明
会
に
お
い
て
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

を
含
む
消
費
税
制
度
の
説
明
を
行
っ

て
ま
い
り
ま
す
。

葛
飾
法
人
会
の
皆
様
に
お
か
れ
ま

し
て
は
引
き
続
き
、
各
種
説
明
会
の

実
施
や
署
が
開
催
す
る
説
明
会
の
日

程
等
に
つ
き
ま
し
て
、
周
知
・
広
報

に
御
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

と
こ
ろ
で
、
国
税
庁
で
は
、「
税
務

行
政
の
将
来
像

二
〇
二
三
」
を
公
表

し
、「
納
税
者
の
利
便
性
の
向
上
」
と

「
課
税
・
徴
収
事
務
の
効
率
化
・
高
度

化
等
」
に
、
新
た
に
「
事
業
者
の
デ

ジ
タ
ル
化
促
進
」
を
加
え
た
施
策
を

進
め
て
い
く
と
の
方
針
が
示
さ
れ
ま

し
た
。

こ
れ
ま
で
以
上
に
自
宅
等
か
ら
の

ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付
、

電
子
納
税
証
明
書
な
ど
の
普
及
・
定

着
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り

ま
す
の
で
、
引
き
続
き
ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
の

利
用
促
進
や
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付

推
進
等
に
御
協
力
賜
り
ま
す
よ
う
お

願
い
し
ま
す
。

ま
た
、
電
子
帳
簿
保
存
法
に
つ
い

て
、
令
和
三
年
の
税
制
改
正
に
続
き
、

令
和
五
年
の
税
制
改
正
に
お
き
ま
し

て
、
更
に
そ
の
一
部
が
改
正
さ
れ
て

お
り
ま
す
。
令
和
六
年
一
月
一
日
か

ら
は
、
電
子
取
引
デ
ー
タ
に
つ
き
ま

し
て
は
、
書
面
で
は
な
く
デ
ー
タ
で

の
保
存
が
求
め
ら
れ
て
お
り
ま
す
の

で
、
御
対
応
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い

た
し
ま
す
。

結
び
に
当
た
り
、
公
益
社
団
法
人

葛
飾
法
人
会
の
益
々
の
ご
発
展
と
会

員
の
皆
様
方
の
ご
健
勝
並
び
に
事
業

の
ご
繁
栄
を
心
か
ら
祈
念
い
た
し
ま

し
て
、
着
任
の
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
す
。

署　長

島
しま

津
づ

啓
けい

二
じ

着
任
の
ご
挨
拶

新
署
長
に
島
津
氏
、

　
　
　
石
﨑
署
長
は
、税
務
大
学
校
に
!!
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法人会関係署幹部のご紹介法人会関係署幹部のご紹介法人会関係署幹部のご紹介

葛飾税務署 新名簿（令和５年人事異動） 《令和５年7月10日現在》

役　職　名
令和５事務年度

役　職　名
令和５事務年度

氏　　名 異　動　元 氏　　名 異　動　元
署 長 島 津　啓 二 東京国税局業務セン

ター・統括管理官 法人第４統括官 木 村 吏佐子 甲府署・法人１・連絡調整官
副　署　長（法） 森　　 正 宏 税務大学校・総合教

育部・教授 法人第５統括官 岡 田　真 澄 千葉東署・法人１・
連絡調整官

副　署　長（総） 蛸 星　英 司 神田署・総務課・総務課長 法人第６統括官 中 山　貴 詞 東京局・課税第二部・
統括調査官・主査

特別国税調査官（法） 植 山　和 代 日本橋署・総務課・総務課長 審理専門官（法人） 鎌 田　兼 司 （留任）
特別国税調査官（法） 俵　　 栄 利 四谷署・法人１・統括官 連絡調整官（法人） 大多和 宏 司 東京局・調査第一部・

統括調査官・調査官

総 務 課 長 川 村　聖 子 江東西署・総務課・
総務課長 法 人（審理上席） 横 田　　 淳 葛飾署・法人１・上席

法人第１統括官 橋 上　友 紀 戸塚署・法人１・統括官 源 泉（審理上席） 成 川　陽 一 （留任）
法人第２統括官 関 矢　範 子 （留任） 総務課長補佐 宮 川　琢 匡 （留任）
法人第３統括官 外 山　幸 二 （留任）

副 署 長

森
もり

 　　正
まさ

宏
ひろ

出 身 地　東京都
コメント　 この度の人事異動で、税

務大学校より異動してま
いりました。１年間どうぞ
よろしくお願いいたしま
す。

法人課税第２部門　統括官

関
せき

矢
や

範
のり

子
こ

出 身 地　兵庫県
コメント　 葛飾署３年目となりまし

た。引き続きよろしくお
願いいたします。

法人課税第１部門　統括官

橋
はし

上
がみ

友
ゆ

紀
き

出 身 地　千葉県
コメント　 この度の人事異動で、戸

塚税務署より異動してま
いりました。どうぞよろし
く、お願い申し上げます。

総務課長

川
かわ

村
むら

聖
せい

子
こ

出 身 地　東京都
コメント　 この度の人事異動で、江東

西税務署から異動してまい
りました。１年間どうぞよろ
しくおねがいいたします。

法人課税第２部門　源泉審理上席

成
なり

川
かわ

陽
よう

一
いち

出 身 地　大阪府
コメント　 葛飾税務署２年目となり

ました。引き続きよろし
くお願いいたします。

法人課税第１部門　法人審理上席

横
よこ

田
た

　　 淳
じゅん

出 身 地　神奈川県
コメント この度の人事異動で、法

人審理担当となりました。
１年間どうぞよろしくお
願いいたします。
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法人会とは
私たち法人会は、中小企業を中心として全国約75万社の会員企業を擁する団体です。41都道県に440の

単位法人会が組織され、創設以来70年にわたり、国の根幹ともいえる「税」の分野を中心とした活動を

全国的に展開し、申告納税制度の維持・発展に寄与してまいりました。近年は、我が国の将来を見据えた税

の提言や各種研修会の開催、地域社会貢献活動に加え、次代を担う児童への租税教育や税の啓発活動、さらには企業の税務コンプライアンス

向上に資する取り組みにも力を注いでいます。なお、法人会青年部会を中心に、社会保障給付の抑制と安定的な国の歳入確保に資する

ため「財政健全化のための健康経営プロジェクト」を展開し、①「健康経営」※を柱にした企業の活力向上がもたらす税収の増加、②適切な

医療利用による医療費の適正化に向けたアクションプランに取組んでいます。  ※健康経営はNPO法人健康経営協会の登録商標です。

意見広告
からの提言
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1．財政健全化に向けて
・ 財政健全化は国家課題であり、本格的な歳出・歳入の一体改革を進めることが重要である。歳入では

安易に税の自然増収を前提とすることなく、また歳出については聖域を設けずに分野別の具体的な削減・
抑制の方策と工程表を明示し、着実に改革を実行する。

・ まずは２０２５年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス＝ＰＢ）黒字化目標を確実に達成しなければ
ならないが、その後の財政健全化の議論も並行して開始する必要がある。その際には財政規律を確立
するための新たな健全化目標や実効性を担保できる財政運営手法が欠かせない。

2．社会保障制度に対する基本的考え方
・ 社会保障給付費は高齢者人口がピークを迎える２０４０年には、１９０兆円（令和５年度  約１３４兆円）

に達する見込みである。目の前には、団塊の世代すべてが後期高齢者となり、医療と介護の給付費急増
が見込まれる「２０２５年問題」もある。持続可能な社会保障制度の構築と財政健全化の両立という
国家課題はこうした前提の下で問われている。これを解決するには「中福祉・低負担」のいびつな構造を

「中福祉・中負担」に改革するしか方法はない。具体的には適正な「負担」を確保するとともに、「給付」
を「重点化・効率化」によって可能な限り抑制することである。

・ 少子化対策の財源として社会保険料の上乗せ等が挙げられているが、中小企業の厳しい経営実態を
踏まえ、企業への過度な保険料負担を抑え、経済成長を阻害しないような制度づくりが求められる。

3．行政改革の徹底
・ 行政改革を徹底するに当たっては、地方を含めた政府・議会が「まず隗より始めよ」の精神に基づき自ら

身を削ることが肝要である。直ちに明確な期限と数値目標を定めて改革を断行するよう強く求める。

1．中小企業の活性化に資する税制措置
中小企業は地域経済と雇用の担い手であるだけでなく、我が国経済の礎である。健全な経営に取り組んで
いる企業が立ちゆくよう実効性ある支援をすることは、政府の責任であり義務といえる。

（1）中小法人に適用される軽減税率の特例１５％の本則化、適用所得金額の引き上げ。
（2）「中小企業投資促進税制」、「少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置」の拡充、本則化。  等

2．事業承継税制の拡充
中小企業が相続税の負担等によって事業が承継できなくなれば、経済社会の根幹が揺らぐことになる。
平成３０年度の税制改正では比較的大きな見直しが行われたが、さらなる抜本的な対応が必要と考える。

（1）事業用資産を一般資産と切り離した本格的な事業承継税制の創設。
（2）相続税、贈与税の納税猶予制度の延長・充実。
（3）取引相場のない株式の評価の見直し。

3．消費税関係
政府は、軽減税率制度とインボイス制度について、国民や事業者への影響、低所得者対策の効果等を
検証し、問題があれば制度の是非を含めて見直しが必要である。

（1）インボイス制度の導入にあたり、国は事業者に混乱が生じないよう制度の周知を徹底するとともに、
事務負担を軽減するような環境整備が必要である。また、課税事業者が免税事業者と取引を行う際、
取引価格の引き下げや取引の停止などの不利益を与えないよう、実効性の高い対策をとるべきである。

（2）消費税の滞納防止は税率の引き上げやインボイス制度の導入に伴ってより重要な課題となっている。
消費税の制度、執行面においてさらなる対策を講じる必要がある。  等

Ⅰ 税・財政改革のあり方 Ⅱ 経済活性化と中小企業対策

令和6年度税制改正に関する提言（概要）

中小企業を中心として全国約75万社の会員企業で構成される“経営者の団体”「公益財団法人 全国法人会総連合 （略称：全法連）」

は、9月19日開催の理事会において「令和6年度税制改正に関する提言」を決議しました。地域経済や雇用の担い手である中小企業

にはコロナ禍で体力を奪われ経営に苦しんでいるところも少なくありません。事業承継や消費税のインボイス制度などへの対応も

合わせ、税財政上のきめ細かい支援が必要です。また、日本の国債残高は1,000兆円を超えていますが、コロナ対策財源として発行

された約100兆円の国債をどう返済するかは重要な課題です。さらに少子化対策や防衛力の抜本強化が打ち出されていますが、

その財源論は置き去りになっています。我が国は先進国最速のスピードで少子高齢化が進み、かつ人口が減少するという深刻な

社会構造問題を抱えています。負担をあやふやにし、歳出だけを先行実施するような財政運営では国の未来は開けないと考えます。

公益財団法人 全国法人会総連合

会長 小林 栄三
伊藤忠商事（株）名誉理事

https://www.zenkokuhojinkai.or. jp

提言書の全文は、全法連ホームページに掲載しておりますので、ご覧ください。

私たちは財政健全化を求めます！
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この他にも、地域事業部行事や支部を実施
しています。また、事業研修委員会を中心
にオンラインによる各種セミナーも随時開
催しています。当会のホームページもぜひ
ご覧ください。 

11

女性部会　　　　　　　　   　     ７月８日、18日他

租　税　教　室
青年部会　　　　　　　　　     　　　 　 ８月23日

夏 休 み 税 金 教 室

今年も、７月から葛飾区の小学校をまわり 租税教室を開催しました。
生徒の皆さんも真剣な目で参加していました。

今年は夏休み税金教室を開催できました。納税疑似体験も無事済ま
せて、楽しく税の仕組みを学習しました。

四つ木支部　　　　　　　　 　    　　  　 ９月３日

支部会員交流会
総務委員会　　　 　　　　　     　　　   　９月４日

第３回オープンボウリング大会

久しぶりの支部会員交流会「屋形船　親睦の集い」を開催しました。
小学校３年生から８０代までと、幅広い年代の参加者で楽しい一日を
過ごしました。

コロナ禍で行えなかったボウリング大会、今年は４年ぶりに開催でき
ました。豪華な賞品も揃えて盛大に開催できました。

事業研修委員会　　　　　 　    　  　　  ９月12日

簿 記 学 院（簿記中級講座）
厚生委員会　　　　　　　　  　              ９月15日

健 康 セ ミ ナ ー

簿記３級の講座を今年は開催時間を変えて実施中です。広報誌がお
手元に届くころには全１２回の講義も終了する予定です。

サバ缶は生のサバより栄養豊富？！（あなたの知らない缶詰の新常識
のすべて教えます）と題して講師に、缶詰博士でタレントの黒川勇
人氏をお迎えし、楽しい講義を受けました。

女性部会　　　　　　　　　　　 　     10月10日

施　設　慰　問

女性部会　　　　　　　　　　　 　     10月26日

絵 は が き 選 考 会

税制委員会　　　　　　　　     　　　   10月18日

第39回法人会全国大会・群馬大会　

東京都葛飾福祉工場（金町）へ施設慰問に行って来ました。障がい
者の社会的・経済的自立を目的とした工場でレタス栽培、袋詰めな
どの作業を見学しました。皆さん意欲的に働いていらっしゃいました。

絵の専門家の先生をお招きして、今年度も選考会を開催しました。
大勢のご来賓の方々も、どの作品が良いか厳正な中にも和気あいあ
いと選考がなされました。

当日は増田会長、篠原副会長、鹿住税制委員長の３名で参加しまし
た。
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が
感
じ
た
こ
と
を
書
か
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

戦
後
の
税
制
改
正
に
よ
り
申
告
納
税
制
度
が
導
入

さ
れ
、
こ
の
新
制
度
に
適
合
し
た
組
織
と
し
て
、
昭

和
二
四
年
に
国
税
庁
が
設
置
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
当

時
の
税
務
行
政
を
取
り
巻
く
環
境
が
ど
の
よ
う
な
も

の
で
あ
っ
た
か

振
り
返
っ
て
み
ま
す
。

昭
和
二
四
年
度
に
お
け
る
所
得
税
の
更
正
決
定
件

数
、
言
い
換
え
る
と
過
少
申
告
や
無
申
告
で
あ
っ
た

た
め
税
務
署
長
の
職
権
で
追
徴
課
税
さ
れ
た
件
数
は
、

納
税
者
総
数
の
五
割
を
超
え
、
申
告
納
税
制
度
で
の

適
正
申
告
と
は
程
遠
い
状
況
で
し
た
。
納
税
者
自
ら

が
申
告
と
納
税
を
自
主
的
に
行
う
税
制
が
始
ま
っ
た

ば
か
り
で
制
度
と
し
て
定
着
し
て
い
な
か
っ
た
こ
と
、

国
税
組
織
や
税
務
職
員
に
信
頼
感
が
足
り
な
か
っ
た

こ
と
な
ど
、
そ
の
背
景
に
は
様
々
な
課
題
が
あ
っ
た

と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
税
務
当
局
に
と
っ
て
も
納
税

者
に
と
っ
て
も
大
変
に
厳
し
い
時
代
で
あ
っ
た
と
思

い
ま
す
。

そ
の
よ
う
な
状
況
下
、
国
税
庁
の
初
代
長
官
か
ら
、

税
務
職
員
に
対
し
て
次
の
よ
う
な
訓
示
が
あ
り
ま
し

た
。「・

・
・
現
下
の
税
務
行
政
の
真
の
姿
を
直
視
し
、

真
に
国
民
に
親
し
ま
れ
信
頼
さ
れ
る
税
務
行
政
の
確

立
を
期
す
る
た
め
、
重
ね
て
諸
君
の
一
段
の
努
力
を

お
願
い
し
た
い
と
思
う
。・
・
・
税
務
職
員
は
、
謙
虚

な
反
省
と
、
こ
れ
に
基
づ
く
た
え
ざ
る
工
夫
と
努
力

が
強
く
要
請
さ
れ
る
が
、
わ
れ
わ
れ
が
い
か
に
反
省

努
力
し
て
も
、
納
税
者
の
積
極
的
協
力
が
な
い
限
り
、

税
務
行
政
の
成
功
は
、
到
底
望
み
え
な
い
・
・
・
納

税
思
想
の
普
及
宣
伝
に
も
深
く
留
意
し
、
そ
の
善
意

と
信
頼
に
立
脚
す
る
申
告
納
税
制
度
の
完
成
に
ま
い

進
い
た
し
た
い
。」

葛
飾
税
務
署
長
を
拝
命
し
て
、
署
長
と
し
て
の
在

り
様
を
自
分
な
り
に
考
え
た
と
き
に
、
初
代
長
官
の

こ
の
訓
示
を
思
い
返
す
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

時
代
や
社
会
経
済
情
勢
は
異
な
り
ま
す
が
、
税
務

職
員
と
し
て
、
常
に
謙
虚
な
反
省
と
こ
れ
に
基
づ
く

絶
え
ざ
る
工
夫
と
努
力
を
行
う
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
の

こ
と
、
関
係
民
間
団
体
の
皆
様
の
善
意
と
信
頼
を
背

景
に
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
い
た
だ
き
な
が
ら
円
滑

な
税
務
行
政
に
努
め
る
、
ま
た
、
広
報
活
動
や
租
税

教
育
を
積
極
的
に
推
進
し
、
将
来
の
協
力
者
た
る
納

税
者
の
育
成
に
も
努
め
る
、
と
い
う
在
り
様
に
変
わ

り
は
あ
り
ま
せ
ん
。
昭
和
か
ら
平
成
、
そ
し
て
令
和

へ
と
時
は
流
れ
て
、
電
化
か
ら
電
子
化
、
そ
し
て
デ

ジ
タ
ル
化
と
身
の
回
り
の
ツ
ー
ル
は
大
き
な
進
化
を

遂
げ
て
い
ま
す
が
、
変
え
て
は
い
け
な
い
思
い
は
、

時
代
を
超
え
て
引
き
継
が
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
長
官
訓
示
と
時
を
同
じ
く
す
る
昭
和
二
四
年

に
葛
飾
法
人
会
の
前
身
と
な
る
葛
飾
法
人
納
税
協
力

会
が
設
立
（
翌
年
に
葛
飾
法
人
会
と
改
称
）
さ
れ
た

と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
法
人
会
の
皆
様
と
の
関
係
は

長
き
に
渡
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
間
、
税
務
行
政
に
対

し
て
、「
積
極
的
協
力
」
を
い
た
だ
い
て
き
た
こ
と
に
、

こ
の
場
を
お
借
り
し
て
心
よ
り
感
謝
の
意
を
表
し
ま

す
。こ

れ
か
ら
も
、
円
滑
な
税
務
行
政
の
実
現
に
向
け

て
、
引
き
続
き
、
ご
理
解
ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う
、

ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

（
文
中
の
長
官
訓
示
は
、
昭
和
二
五
年
十
一
月
十
日

髙
橋
衛
国
税
庁
長
官
訓
示
か
ら
一
部
を
抜
粋
し
た

も
の
で
す
。）

葛
飾
税
務
署
長

島

津

啓

二

私
の
税
務
職
員
と

　　　　　　　　　　　　　　　
し
て
の
思
い



【葛飾都税事務所からのお知らせ】

eLTAX電子納税が大変便利です
～全国の地方公共団体へ一括して納税可能～

自宅やオフィスからお手続が可能です
💡💡💡💡 インターネットを通じて全国の地方公共団体へ一括して納税可能

eLTAXイメージキャラクター
エルレンジャー

詳しくは eLTAXホームページをご覧ください。
https://www.eltax.lta.go.jp/

年末年始における、都税事務所・都税支所・支庁、都税総合事務センター・
自動車税事務所での事務の取扱いは次のとおりです。

様々な納付方法をご利用いただけます
💡💡💡💡 ペイジー納付（インターネットバンキング、ATMから納付）
💡💡💡💡 クレジットカード納付
💡💡💡💡 ダイレクト納付（事前に登録した口座から税額を引き落として納付）

年末年始における窓口業務のご案内

12月 28日（木） 12月 29日（金）
～１月３日（水） 1月４日（木）

都 税 の 納 付 ○ ×※ ○

都税の申告（申請）書の受付 ○ 「申告書等受箱」を
ご利用ください。 ○

証 明 書 等 の 発 行 ○ × ○

○：ご利用できます ×：ご利用できません
※閉庁期間でも、金融機関等の窓口や金融機関のペイジー対応の ATM、コンビニエンスストアでは
ご納付いただける場合があります。詳しくは各金融機関等に直接お問い合わせください。
また、スマートフォン決済アプリ納付、インターネットバンキング・モバイルバンキングによる納
付等もご活用ください。

【お問合せ先】 所管する各都税事務所等

にせ都税メール・電話にご注意ください
都税事務所の職員を装って、個人情報を不正に取得したり、金銭をだまし取ろうとする事例が発生

しています。不審に感じた場合は即答せずに、東京都主税局総務部総務課相談広報班（03-5388-2925）
までご連絡ください。また、万が一被害にあわれた場合は、すぐに警察にご連絡ください。

13

葛飾都税事務所からのお知らせ
TEL. 03-3697-7511



2023  Vol.393

令和５年中に従業員に給与の支払いがあった場合は、令和６年１月１日現在に従業員の住所があ

る区市町村へ、給与支払報告書を提出してください。（退職者・パートの方などすべて対象です。）

◎提出していただく書類 提出書類は、必ず令和６年度様式で提出してください。

             様式は葛飾区ホームページからもダウンロードできます。

①給与支払報告書（総括表）

  令和５年度に特別徴収をされている事業所には、「葛飾区提出用総括表」を１２月上旬に葛飾区から

送付しますのでご使用ください。

②給与支払報告書（個人別明細書）

記載漏れがあると、適正に課税できない場合がありますので、ご協力をお願いします。

③普通徴収切替理由書

  
下記理由により特別徴収ができない場合は、該当者の個人別明細書の摘要欄に普通徴収切替理由の

符号(「普 F」など)を必ず記載し、総括表・普通徴収切替理由書と併せて提出してください。

下記の「普通徴収切替理由」以外の理由で普通徴収にすることはできませんのでご注意ください。

符号 【普通徴収切替理由】

普Ａ 総従業員数が２人以下（総従業員数から以下の普 B～普 F の理由に該当する全ての

従業員数（他区市町村分を含む）を差し引いた人数）

普Ｂ 他の事業所で特別徴収する（乙欄該当者など）

普Ｃ 給与が少なく税額が引けない

普Ｄ 給与の支払が不定期 （例：給与の支払が毎月でない。）

普Ｅ 事業専従者（個人事業主のみ対象）

普Ｆ 退職者や令和６年５月末日までに退職予定の者、令和６年６月以降休職の者

◎提出先 〒124-8555 葛飾区立石 5-13-1 葛飾区総務部税務課課税係

葛飾区役所税務課からのお知らせ
葛飾区立石５－１３－１

Tel 03-5654-8550（課税係）

給与支払報告書の提出期限は令和６年１月３１日です

令和５年度より副本の提出は不要となりました。給与支払報告書（総括表）は１枚、

給与支払報告書（個人別明細書）は従業員ごとに１枚を提出してください。

葛飾区が作成した「給与支払報告書（総括表）」には下段に記載しています。

給与支払報告書は葛飾区役所税務課課税係（区役所３階３２１番）で配布します。

給与支払報告書は葛飾区ホームページからもダウンロードできます。

給与支払報告書については、基準年（前々年）における給与源泉徴収票の税務署への提出枚数

が１００枚以上あるときは、eLTAX 又は光ディスク等による提出が義務化されています。

・eLTAX で提出する場合は、地方税ポータルシステム（地方税共同機構）へお問い合わせくだ

さい。eLTAX ホームページ https://www.eltax.lta.go.jp/
・光ディスク（電子データ）で提出する場合は、税務課課税係 (03-5654-8550)へお問い合わ

せください。

給与支払報告書は電子データによる提出をお願いします。
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公益社団法人 葛飾法人会員

　京成立石駅北口の再開発に伴う解体工事と京
成線高架化のための工事が本格化してきました。
解体工事が始まる直前の９月２日には「北口に
捧げるFOREVER（フォーエバー）2023クリー
ン作戦と立石の思い出」が開催され、地域の小
学生によるパフォーマンスなどが行われた、大
変な賑わいでした。表紙の二人も現在の踏切の
ある風景を惜しんでいるようです。二人が大人
になるころには立石はどんな姿になっているの
でしょう。

イラスト：かつしかけいた

「錦秋号」をお届けします。
　「私の」シリーズは島津啓二葛飾税務署長、「葛
飾企業人」は水元中央新支部長、新城政也氏と
フレッシュな面々に登場いただきました。まこ
とにありがとうございました。
　秋はイベントの季節。当会でも、例年の「法
人会と区民の集い」「政治経済講演会」が盛大に
催されました。また「ボウリング大会」は内外
多くの方々に参加いただき腕を競いました。さ
らに今号が発刊されるまでには多くの事業が予
定されています。こうした行事を通じて当会の
活動を知っていただき、新しい会員が参加して
くださることを念願するものです。
　巷ではそこかしこに祭のお囃子や神輿を担ぐ
声が聞こえています。まさに日本の秋が戻って
まいりました。（S）

編   集   後   記

発　行　所　 公益社団法人  葛飾法人会
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                   URL https://www.katsuhou.net　E-mail：info@katsuhou.net
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葛飾法人会員の方は法人税申請書別表一（一）の上部欄外の右上部分に
このシールを貼ってご提出ください。（OCR 用紙には貼らないでください。）

■ 表紙のイラストについて ■ ◆ 説 明 会 の ご 案 内 ◆

決 算 法 人 説 明 会

開催日 時　間 場　所

１月17日（水） 13:30～16:00 葛飾法人会館

３月４日（月）
13:30～16:00 葛飾法人会館

３月19日（火）

４月３日（水） 13:30～16:00 葛飾法人会館

新 設 法 人 説 明 会

１月22日（月） 13:30～16:00 葛飾法人会館

税 務 相 談
月１回、１時間まで無料！
葛飾法人会では税に関する相談を
個別に行っています。まずは法人
会事務局へご連絡ください！

☎3693－3744

申し込み後、日時等をご相談の上決め
させていただきます。相談は原則とし
て葛飾法人会館で行い、東京税理士会
葛飾支部の税理士が相談に応じます。

※�時間を超えてご相談になられた場合、
超過時間につきましては相談者のご負
担になります。

　�帰る時に事務局にお支払ください。料
金は 30分につき5,000円と消費税にな
ります。

〇 �葛飾税務署より対象者にご案内はがきが届き
ますので、ご案内に従って説明会にご参加く
ださい。






